
 

県と機構は、１０月９日（金）に農地中間管理事業に携わる市町村及び農業委員会、ＪＡ、

県出先事務所等の担当職員約130名の出席のもと担当者会議を開催しました。

会議では、県から①農業委員会法の改正について、②「荒廃農地の発生防止・解消状況に関

する調査要領」の一部改正等について説明が行われました。次に機構から③農地中間管理事業

の進捗状況等について、重点実施地区の９月末時点での見直し状況や以前から要望が出されて

いた農地中間管理事業における期間貸借の権利設定の手続きの方法について説明を行いました。

参加者からは、期間貸借の手続きの適用時期や適用範囲等についての確認や要望が出され、機

構からは今後、該当案件がある場合については個別に相談してほしい旨の説明を行いました。

続いて、県から④平成28年度予算の概算要求情報について説明が行われました。特に、機構

集積協力金交付事業における農地の出し手に対する支援が、機構を介して新たに担い手に集積

される面積に応じて算出された金額の範囲内で、県が交付単価を調整し各事業を実施する。と

いう内容について、地域集積協力金の試算表や担い手の定義の資料を用いて説明を行いました。

参加者からは、「地元にどう説明すればいいのか」、「やっと制度の周知が進み、来年度に向

けて事業推進している地区もある中で、１年で考え方を変えるとい

うのはいかがなものか。地元に説明できない」、「農地は担い手だ

けが耕作しているものではない、すべての農家を対象にしてほしい」

等の多くの意見が出されました。県からは「出された意見は真摯に

受けとめ、現場が混乱しないよう対応を検討するとともに機会ある

ごとに国にも要望していきたい」と説明がありました。

現場では、地元への事業説明や膨大な書類整理等の御苦労をして

いただいております。今後とも、農地中間管理事業が地域農業の発

展に寄与することを願い、取り組んでまいりますので、皆様の御協

力をよろしくお願いします。

発行者：農地中間管理機構（公益社団法人宮崎県農業振興公社）
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◆第１５号の内容

１ 農地中間管理事業に関する市町村担当者会議を開催しました

２ 農地中間管理事業の広報活動について

３ 農地中間管理事業審査会（10月）について

４ 県内での取組事例地区紹介（１１）
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担当者会議の様子

平成27年度は農地中間管理事業も本格実施の２年目であり、事業取組を加速化していく必要

があります。このため機構では、農地の所有者（出し手）をはじめ多くの県民の皆様に事業を

知ってもらうためにテレビ、ラジオ、新聞等のマスメディアを活用した広報を今月末から年末

にかけて集中的に行います。

特に、農地所有者や相続人に対しては、農地所有者の権利を重視

した新しい農地制度であり安心して機構へ貸出しができることを、

農地利用者に対しては、機構が農地を面的に集約しながら貸出す制

度であることを周知していきます。周知方法は、県内の民放テレビ

２社及び民放ラジオ１社での１カ月間（10/26～11/25）のスポット

ＣＭやテレビ番組の中での情報発信、新聞２社による２回の広告掲

載を予定しています。また、事業パンフレット（A3）やポスター(A1)

も製作し、市町村等へ配布しますので御活用をお願いします。

農地中間管理事業の広報用ポスター農地中間管理事業の新聞広告
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第11回目は、東臼杵管内で重点実施地区として取り組んで

いる門川町の「庵川東地区」の紹介です。

本地区は、門川町役場から北東に約３kmの門川湾に面する

水田地帯（28ha）で、水稲やミニトマトの施設園芸が盛んな

地域です。

地区内には基盤整備された農地が約300筆あり、一部鳥獣

被害の深刻な農地もあります。現状では、耕作放棄地は発生

していませんが、農家の高齢化は進んでおり、今後は管理が

困難となる農地が発生することが懸念されています。

農地中間管理事業の活用にあたっては、庵川地区農用地利用改善組合の役員が中心となって

事業推進に取り組み、地区内での話し合いは10回以上にも上りました。その中で、「営農条件

が良くない農地は受け手がいない」などの意見が出される中、｢このままでは、将来、地区の

農地は維持できなくなる｣、「地区の農地は自分たちで守っていきたい」などの声もあり、地

域の財産である農地の有効活用のために農地中間管理事業に取り組むことになったところです。

農地中間管理機構を活用して農地貸借を行うことにより、地区内で耕作している担い手の分

散した経営農地の集約化と、将来にわたって地域の農地の有効活用を図っていくことを目指し

取り組んでいます。

＜庵川東地区での農地中間管理事業に係る取り組み経緯＞

◆H26. 9.16 農用地利用改善組合の役員と事業取組に関する打合せ

◆H26.10.24 農用地利用改善組合の総会において、事業概要の説明

及び今後の農地利用に関するアンケート調査を実施

◆H27. 2.13 農用地利用改善組合役員等を対象にアンケート結果の説明

◆H27. 4.13 農用地利用改善組合役員会において事業取組を決定

◆H27. 7.24 地区内の地権者・耕作者を対象とした事業説明会

◆H27．9～ 利用権設定の書類作成・押印作業開始
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農地中間管理事業は、今後、１０年間で農地の８割が担い手によって利用され

ることを目的としていますが、ただ利用するだけではなく担い手の耕作する農地

を集約化（まとめる）していくことが重要です。集落内の農地を集落営農法人１

者で耕作する場合は問題ありませんが、大小様々な経営体が耕作している場合は、

リタイア農家の農地を機構を介して利用権を設定するだけでは農地の集約化は図

れません。既に利用権設定している農地も含めて集落全体で将来の農地利用について話し合いを行

い、段階的に農地の集約化が図れるようその必要性を周知していく必要があります。（事業担当）
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機構は、１０月２１日（水）に平成27年度７回目となる農地中間管理事業審査会を開催しま

した。今回の審査会では、重点実施
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１７地区と個別案件

個別案件個別案件

個別案件としてリタイアされる農業者等の

農地を対象に審査を行いました。重点実施地区１７地区のうち６地区

６地区６地区

６地区は、本年度の重点実施地

区として初めて農地中間管理権を取得する地区です。いずれの地区も、これまで地元での話し

合いを通じて集落で農地の集積・集約化に取り組むところです。

また、１２月末までの農地中間管理権の設定に向けて、現在、４７地区

４７地区４７地区

４７地区の重点実施地区で、

利用権設定に向けた手続きが各地域で行われています。取り組むに至るまでも大変な労力を要

しますが、さらに決まってからの利用権設定手続きにも多くの労力と時間を要します。手続き

に係る書類整理にあたっては、各市町村事業推進チーム内での連携をよろしくお願いします。
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◆重点実施地区１７地区（うち新規地区６地区）

（国富町・日南市・都城市・小林市・えびの市・新富町・木城町・川南町・門川町・美郷町・高千穂町）

・機構が借り受けて貸し付ける農地面積 １９２．７ha

◆離農する農業者及び隣接する農地を貸し付ける農業者等（86名）

（都城市・えびの市・新富町・川南町・都農町）

・機構が借り受けて貸し付ける農地面積 ３１．４ha
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山手側から地区全体を望む

庵川東地区で機構を介して貸借される農地
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